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新たな振興計画策定に向けた基本的考え方（案）

○ 新たな振興計画については、総点検の結果や新沖縄発展戦略を踏まえるとともに、SDGs

を反映させ、ウィズコロナからアフターコロナに向けた将来を見通す中で、未来を先取りし、日本

経済の一旦を担うべく、新時代沖縄を展望しうる骨子案づくりを進めている。

○ 骨子案策定後は、市町村や経済団体等から広くご意見を伺い、国と連携を図りながら新

たな振興計画の策定を進めていく。

総点検報告書

【重要性を増した課題】

・ 労働生産性の向上に向けた取組の推進

・ 県内企業への受注拡大に向けた取組の

推進

・ 雇用の質の改善

・ 子どもの貧困対策

・ 保育の質の向上 など

【新たに生じた課題】

・ Society5.0に向けた社会基盤への対応

・ 首里城再建・復興の推進

・ 世界自然遺産登録に係る「観光管理」

に関する課題への対応

・ 人口減少対策と地域の存続に向けた対応

など

新沖縄発展戦略：新たな振興計画に向けた提言

【重要な施策事項（４つの枠組み）】

Ⅰ アジアのダイナミズムを取り込む臨空・

臨港都市の形成と県土構造の再編
（東海岸サンライズベルトなど）

Ⅱ 日本経済再生のフロントランナー

Ⅲ ソフトパワーを生かした持続可能な

発展

Ⅳ 誰一人取り残すことのない社会の

構築と未来を拓く人材育成

SDGs

・ 17の目標

・ 環境・社会・経済の三側面

・ ５つのP： People（人間）、

Prosperity（繁栄）、Planet（地球）、

Peace（平和）、Partnership

（パートナーシップ）に基づく12の優先

課題 など

新しい生活様式
ｳｨｽﾞｺﾛﾅ、ｱﾌﾀｰｺﾛﾅの社会

新
た
な
振
興
計
画
（
骨
子
案
）
の
策
定

2020年３月 年内

沖縄振興特別措置法が目的とする沖縄の「自立的発展」と「豊かな住民生活の実現」 １



新たな沖縄振興に向けたスケジュール（予定）
令和元年度 令和３年度

総
点
検
報
告
書
（
※
１
）

3

月

新
た
な
振
興
計
画
（
素
案
）

沖
縄
県
振
興
審
議
会

新
た
な
振
興
計
画
（
答
申
）

９つの部会

正副部会長

合同会議

諮
問

答
申

新
た
な
振
興
計
画
（
案
）

3

月
3

月

新
沖
縄
発
展
戦
略
：
新
た
な
振
興

計
画
に
向
け
た
提
言
（
※
２
）

市町村・

関係団体・

県民等からの

意見聴取

新
た
な
振
興
計
画
（
骨
子
案
）

12

月

４月～12月

令和２年度

4

月

※１沖縄２１世紀ビジョン基本計画（沖縄振興計画）等総点検報告書

※２新沖縄発展戦略有識者チームによる新たな振興計画に向けた提言

※３沖縄振興に向けた県関係団体・市町村アンケート調査の結果

年
内

新たな振興計画（骨子案）

作 成 作 業

制度の検討

新
た
な
沖
縄
振
興
の
た
め
の

制
度
提
言
（
中
間
報
告
）

新たな振興計画

（素案）

作 成 作 業

新
た
な
沖
縄
振
興
の

た
め
の
制
度
提
言

沖
縄
振
興
特
別
措
置
法
の
国
会
審
議

沖
縄
振
興
特
別
措
置
法
の
成
立

4

月
2

月

市町村・

関係団体・

県民等からの

意見聴取

新たな振興計画

（案）

作 成 作 業

制度提言

計画策定

関係省庁と提言

内容の調整 法制化に向けた調整・精査

総
点
検
報
告
書
（
※
１
）

新
沖
縄
発
展
戦
略
：
新
た
な
振
興

計
画
に
向
け
た
提
言
（
※
２
）

関
係
団
体
・
市
町
村

ア
ン
ケ
ー

ト
結
果
（
※
３
）

2

月

市町村長、経済団体等

と意見交換

10

月
末

SDGsの導入

市町村長、

経済団体等

と意見交換

（参考）1２月現在

※ 平成23年度の実績を基に

県が想定するスケジュール ２

東海岸サンライズ
ベルト構想を反映



公共交通の利便性向上に向けた取組

沖縄鉄軌道構想段階における計画書（概略計画）

短期的取組
（利⽤環境改善に向けた取組）

中・⻑期的取組
（鉄軌道とフィーダー交通が連携する公共交通ネットワーク

構築）

多⾔語表⽰で
外国⼈観光客も安

⼼！

３



資料１

沖縄ＩＴ津梁パークについて

○沖縄ＩＴ津梁パークは、
沖縄県が国内外の情報通信関連産業の一大拠点の形成を目指し、
高度ソフトウェア開発等、産学連携、首都圏とのビジネスマッチング、
人材育成・確保等の各種機能をもったＩＴ産業の集積拠点として整備。

○整備済みの施設
県が整備した施設 ４棟（約４.４ｈａ）整備費用：約６５億円
※整備中及び整備予定も含めると ５棟（約５.４ｈａ）、約８０億円
（情報通信産業立地ガイド、青色の①～④及び⑪の施設）

民間企業が整備した施設 ６棟（約６ｈａ） 整備費用：約７２億円
※整備中及び整備予定も含めると ７棟（約７.９ｈａ）、約８５億円
（情報通信産業立地ガイド、緑色の⑤～⑩及び⑫の施設、利便施設）

○ＩＴ津梁パークの入居企業数：３４社
就業者数 ：２,１２８人（令和２年10月末現在）

⑴県内情報通信関連企業の企業数：８９４社
雇用者数：４５,５２５人（目標：５５,０００人）
売上高 ：４,４０７億円（目標：５,８００億円）

⑵情報通信関連企業の立地企業数：４９０社（目標：５６０社）
雇用者数：２９,７４８人（目標：４２,０００人）

※目標は、令和３年度末までの目標（21世紀ビジョン）
立地企業に関する実績は、令和２年１月１日時点の実績
県内の情報関連企業に関する実績は、平成31年１月１日時点の実績

○企業集積の状況
これまでは、コールセンターやＢＰＯなど労働集約型の企業を誘致。
今後は、高付加価値サービスや新たな価値を創造する企業等の立地を促進。
ＩＴ津梁パーク内では、ソフトウェア開発や技術的な情報サービスの企業
が増えている。

○今後の施設整備予定は
令和２年度：県整備 アジアＩＴビジネスセンター 令和３年１月竣工予定
令和３年度：民間整備 企業集積施設７号棟 令和３年７月竣工予定
令和４年度：民間整備 ホテル・保育所等の利便施設 令和４年11月開業予定

○ＩＴ津梁パークにおける施設整備の状況は
全体約１８ｈａのうち、約６０％の約１０.４ｈａが整備済み。

※今後の予定を含めると、約８０％の約１３.３ｈａが整備見込み。

※県が中核となる産業振興施設を整備し、企業集積に取り組んだ結果、
民間企業による企業集積施設の整備と情報関連企業の集積が促進。

○今後の取組：残る用地の利用促進、利便施設の誘致による立地環境の向上

※課題：建築費用が高騰 ⇒ 入居費用が増額傾向 ⇒ 入居意欲に影響
建築費用の低減を図るため、施設仕様の見直し等を行っている。
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国際物流拠点産業集積地域【うるま・沖縄地区】の概要 

沖縄県商工労働部 企業立地推進課 

立地企業数・雇用者数の推移 

 

年度 H11 H12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 

立地企業実数 1 3 6 8 10 11 19 22 24 25 22 27 33 

（うち新規立地） 1 2 3 2 6 2 8 5 2 4 1 5 7 

退去 0 0 0 0 4 1 0 2 0 3 4 0 1 

雇用者数 － － 100 89 186 214 306 443 503 445 434 446 468 

 

年度 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 

立地企業実数 34 37 43 55 58 66 71 74 73 

（うち新規立地） 5 6 11 16 6 10 8 5 1 

退去 4 3 5 4 3 2 3 2 3 

雇用者数 496 607 599 652 860 910 930 1029 1029 

※企業数は、令和２年 10 月 31 日時点 

※雇用者数は、令和２年 1月 1日時点 

 

搬入・搬出額実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実績額は、暦年（1月～12 月）の集計結果 

県内 県外 外国 計 伸び率 県内 県外 外国 計 伸び率 付

H12年 4 258 59 321 － H12年 76 31 57 164 －

H13年 7 76 286 369 15.0% H13年 134 221 65 420 156.1%

H14年 0.5 105 311 416 12.9% H14年 114 413 185 712 69.5%

H15年 68 247 295 610 46.5% H15年 358 397 215 970 36.2%

H16年 330 892 620 1,842 202.0% H16年 974 1,628 701 3,303 240.5%

H17年 318 1,017 612 1,947 5.7% H17年 1,663 1,420 848 3,931 19.0%

H18年 581 1,223 685 2,489 27.8% H18年 2,025 2,361 1,046 5,432 38.2%

H19年 558 1,073 1,057 2,689 8.0% H19年 2,276 1,965 1,014 5,255 -3.3%

H20年 518 1,291 874 2,683 -0.2% H20年 1,607 2,869 1,210 5,686 8.2%

H21年 492 690 364 1,546 -42.4% H21年 927 1,820 857 3,604 -36.6%

H22年 510 1,099 386 1,995 29.0% H22年 1,096 2,160 1,053 4,309 19.6%

H23年 601 2,394 786 3,781 89.5% H23年 1,217 2,642 2,121 5,980 38.8%

H24年 595 2,250 651 3,496 -7.5% H24年 1,255 2,971 2,827 7,053 17.9%

H25年 597 1,828 1,087 3,512 0.5% H25年 1,839 3,351 2,725 7,915 12.2%

H26年 482 1,939 922 3,343 -4.8% H26年 1,624 3,387 2,616 7,627 -3.6%

H27年 298 2,715 983 3,996 19.5% H27年 1,804 4,329 2,565 8,698 14.0%

H28年 468 3,342 1,538 5,348 33.8% H28年 2,489 4,215 2,869 9,573 10.1%

H29年 609 6,095 1,983 8,687 62.4% H29年 3,708 7,941 4,804 16,454 71.9%

H30年 555 10,378 1,702 12,635 45.4% H30年 5,888 8,242 3,662 17,792 8.1%

R1年 590 6,479 2,046 9,115 -27.9% R1年 4,299 7,898 3,995 16,192 -9.0%

計 8,181 45,391 17,247 70,820 計 35,373 60,261 35,435 131,070

国際物流拠点産業集積地域うるま地区 立地企業搬入搬出実績（年別）

搬入額実績 搬出額実績

年
搬入（単位：百万円）

年
搬出（単位：百万円）
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沖縄バイオ
産業振興センター

沖縄健康バイオテクノロジー
研究開発センター沖縄ライフサイエンス

研究センター

国際物流産業集積地域
（バイオインキュベーション施設/賃貸工場等）

賃貸工場立地エリア

うるま市

沖縄県には、バイオ関連研究機関・教育機関が点在しており、県内のバイオ関連企業に関しては、この十数年

で大幅に数を伸ばしてきており、現在64社となっている（令和2年3月現在）

県内におけるバイオ関連ベンチャー等の集積

図．県内のバイオ関連企業の推移

分譲用地

バイオ関連企業数のうち、再生医療に関連する

企業は以下の6社となっている。

1. 株式会社フルステム（うるま市）

2. 株式会社グランセル（西原町）

3. 琉球ステムセル株式会社（西原町）

4. 株式会社シルクルネッサンス（うるま市）

5. ORTHO REBIRTH株式会社（神奈川県）

※うるま市に研究所

６．阪神化成工業株式会社（富山県）

※うるま市に研究所
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④ 事業スキーム

① 事業コンセプト

マリンタウンMICEエリアの形成に向けた基本計画の構成（素案）

東海岸エリア全体の経済振興による県土の均衡ある発展

持続可能な開発目標(SDGs)への貢献

新型コロナウイルス流行後の新常態(ニューノーマル)に対応した県全体の成長戦略への寄与

MICE施設の整備運営及び周辺公有地の利活用事業者の公募にあたっての基本方針と官民連携手法

周辺公有施設の利活用及びエリアの魅力向上にあたっての基本的考え方とエリアマネジメント手法

② 施設計画

MICE施設の整備計画

周辺公有地の利活用計画

・ホテル、商業、エンタメ施設、交通ターミナル

周辺公共施設の利活用計画

・ビーチ、マリーナ、道路、水路、公園

③ 行動計画

エリアの魅力向上計画

・環境への配慮、データや新技術等の活用、人中心の歩きたくなる空間、交流と体験と共創の場

エリアマネジメント活動の方向性

・エネルギーの地産地消、多様な移動手段、快適な歩行空間、ビジネス応援、誘客プロモーション

※令和２年９月９日現在の素案。今後、官民対話、住民対話、専門家委員会の意見等を踏まえて整理。

1
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令和３年度（予算協議中）令和２年度（業務執行中）令和元年度（報告書公表済）

官民連携導入可能性調査

１.差別化戦略
① 公共施設利活用

（ビーチ、マリーナ、
道路、水路、公園）

② 情報環境最適化
（スマートシティ）

③ 実証事業受け入れ
（ビジネス応援）

２.土地利用計画
① 公有地利活用

（MICE施設、ホテル、
商業、エンタメ施設、
交通ターミナル）

３.個別施設計画
① MICE施設
② 民間収益施設

（ホテル、商業、
エンタメ施設、
交通ターミナル）

４.事業スキーム

５.エリアマネジメント

基本計画等検討業務

１.事業コンセプト
① 東海岸発展
② SDGs
③ ニューノーマル

２.施設計画
① MICE施設
② 公有地利活用
③ 公共施設利活用

３.行動計画
① エリアの魅力向上策

（スマートシティ、
ウォーカブルシティ、
交流/体験/共創シティ

② エリアマネジメント
（エネルギー地産地消、

多様なモビリティ、
快適歩行空間、
ビジネス応援、誘客）

４.事業スキーム
① MICE施設整備運営＋

公有地利活用事業
② エリアの魅力向上事業

MICE施設の整備運営及び
周辺公有地の利活用事業者
公募に向けた資料作成業務

① 事業実施方針
② 公募要領（案）
③ 要求水準（案）
④ 落札者決定基準（案）
⑤ 契約書（案）

※官民リスク分担の整理
⑥ 実施方針条例

※ コンセッションの場合
⑦ 特定事業の評価

※ PFIの場合

（参考）マリンタウンMICEエリア形成事業の年度間業務の相関図

エリアマネジメント推進
計画検討業務

① エネルギーマネジメント
② モビリティネットワーク
③ ストリートデザイン
④ ビジネスインキュベーション
⑤ エリアプロモーション
⑥ サービス相互運用/拡張手法

シンポジウムの開催業務

反
映
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3



4



参考：令和元年度 プロサッカーチームキャンプ実績 

 

 ①うるま市具志川多種目球技場（うるま市） 

  ・コリンチャス（ブラジル） 

・河北(かほく)華(か)夏(か)足(そつ)球(きゆう)倶楽部(くらぶ)（中国） 

  

②タピック県総ひやごんスタジアム（沖縄市） 

  ・ガンバ大阪（Ｊ１） 

・大宮アルディージャ（Ｊ２） 

  

③吉の浦公園ごさまる陸上競技場（中城村） 

  ・ガンバ大阪（Ｊ１） 

・川崎フロンターレ（Ｊ１） 

  

④西原町民陸上競技場（西原町） 

  ・大宮アルディージャ（Ｊ２） 

・東京ヴェルディ（Ｊ２） 

  

⑤南城市陸上競技場（南城市） 

  ・ジェフユナイテッド市原・千葉（Ｊ２） 

 

※下線は再掲 
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国内外富裕層向けプロモーション事業（R1～3年度）

国内富裕層向け

プロモーション事業
（国内需要安定化事業の細事業）

海外富裕層向け

プロモーション事業
（沖縄観光国際化ﾋﾞｯｸバン事業の細事業）

目 的
沖縄が持つ豊かな自然や多様な文化、独特な雰囲気を持つ空間や時間などのソフ

トパワーを活用し、国内外海外の富裕層を取り込むことで、世界水準の観光リゾー
ト地となることを目的とする。

事 業

概 要

○国内富裕層に特化したプロモーション

の実施

○プロモーション活動に寄与する県内

事業者のネットワーク会議

○海外富裕層に特化したプロモーション

の実施

○富裕層専門のエージェントと県内

事業者のマッチング機会の創出

R2

予算額
１０，０００千円 ２７，６００千円

R2

実 施

内 容

(1）国内富裕層向け媒体への広告出稿

(2）県内事業者ネットワーク会議の開催

(1）エージェントのファムツアー

(2)海外富裕層向け媒体への広告出稿

(3）富裕層向け商談会への出展
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